
別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

前 年 度
２次評価

― ―

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状継続
　高齢者や重度身体障がい者等が、介護保険サービスを利用せずに、在宅で安心して
生活を送るためのサービス、支援を提供することは、継続して必要である。

２ 次 評 価

＊計画

テレホンサービスの実施
緊急通報装置の設置
除雪・配食・訪問理容
サービスの実施
高齢者日常生活用具の
給付
融雪装置設置費の助成
エルフィンバトンの普及

計画 実績 ＊計画

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

＊計画

テレホンサービス
融雪装置設置
緊急通報装置
除雪サービス
配食サービス
訪問理容サービス
日常生活用具給付

テレホンサービス
　　　　　　　　6 人延べ51人
融雪装置設置           4件
緊急通報装置
　新規28台利用者数173人
除雪サービス      257世帯
配食サービス月平均207人
　　年間延べ食数46,323食
理容サービス　71人178件

テレホンサービスの実施
緊急通報装置の設置
除雪・配食・訪問理容
サービスの実施
高齢者日常生活用具の
給付
融雪装置設置費の助成
エルフィンバトンの普及

テレホンサービスの実施
緊急通報装置の設置
除雪・配食・訪問理容
サービスの実施
高齢者日常生活用具の
給付
融雪装置設置費の助成
エルフィンバトンの普及

３ 目的と内容 　高齢者が在宅で安心して日常生活を送ることを支援するため、介護保険サービス以外の事業を実施する。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

・テレホンサービス事業     　 ・緊急通報装置設置事業
・除雪サービス事業      　     ・配食サービス事業
・訪問理容サービス事業　     ・高齢者日常生活用具給付等事業
・融雪装置設置費整備事業 　        を実施。

2
3
年
度

・テレホンサービス事業     　・緊急通報装置設置事業
・除雪サービス事業          　・配食サービス事業
・訪問理容サービス事業    　・高齢者日常生活用具給付等事業
・融雪装置設置費整備事業　・エルフィンバトン普及事業           を実施する。

4 地域支援対策の推進

２ 対　　象 　高齢者及び重度身体障がい者

継続

１ 総合計画体系

1 章）

新規継続区分

5 節） 高齢者福祉・介護の充実

ソフト・ハード区分 単独一般 補助単独区分会計区分

個別計画等〃  終了予定年度

ソフト事業

支えあい健やかに暮らせるまち

担当部署
保健福祉部

高齢者支援課
電話 内線805

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市テレホンサービス事業実施要綱　外

事務事業開始年度 平成３年

総合判定 平成24年度に向けた具体的な方向性
評価区分

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画については、推進計画の計画内容を記入してください。）

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

118 事務事業名 高齢者支援サービス事業



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

（単位：千円）

活
動
指
標

④ 目標値

実績値

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
介護保険では提供できないサービスであり、高齢者や障がい
者の必要とする日常生活支援を行うための手段は有効であ
る。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
日常生活の支援、又は緊急時の支援として、効果が得られて
いる。

評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

3
提供するサービス内容により、受益者負担を設け、適正に対
応している。

目標値

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
高齢者や身体障がい者の方に、介護保険サービス以外の支
援を提供することで、安心して日常生活を送ることができること
から、市民や社会の要求に合致している。

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目

成
果
指
標

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

個別の評価となり、指標では表せない

目標値

実績値

13,604 14,198 14,792①
65歳以上人口（3月末）

目標値
人

13,314

実績値

実績値

③

0.65 0.65

② 目標値

平成２４年度 平成２５年度

13,314

人　件　費

② 人　数（年間） 0.64 0.65

5,760 5,850 5,850 5,850

38,602

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

9,000

 ④ ＝②×③

総事業費①＋④ 32,666 35,843 37,531

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

26,586

 ① 合　計 26,906 29,993 31,681 32,752

一般財源 22,247 24,587 25,716

3,156

道支出金

国支出金 2,891 3,053

その他特財 4,659 2,515 2,912 3,010

地方債

32,752決算額、当初予算額又は推進計画額 26,906 29,993 31,681

平成２５年度平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価コメント・評価結果】

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

１ 次 評 価

評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

現状継続

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

127 事務事業名 地域包括ケア推進事業 担当部署
保健福祉部

高齢者支援課
電話 内線694、811

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 介護保険法第115条の44

事務事業開始年度 平成１０年

個別計画等
北広島市高齢者保健福祉計画・第４期介護保険事業計画
北広島市高齢者保健福祉計画・第５期介護保険事業計画〃  終了予定年度

支えあい健やかに暮らせるまち

5 節） 高齢者福祉・介護の充実

ソフト・ハード区分 補助特別 補助単独区分 継続

１ 総合計画体系

1 章）

新規継続区分ソフト事業 会計区分

2
3
年
度

　①　連絡会議の開催（年2回）　②全体会の開催（年1回）

地域支援体制の推進

２ 対　　象 　高齢者支援センター・社会福祉協議会・保健医療福祉関係者・市民団体等

4

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

＊計画

３ 目的と内容
　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる地域づくりのため、４地区の高齢者支援センターが地域ケ
ア会議を開催する。また、各地区の地域ケア会議構成員の知識向上、情報交換、啓発活動のため市にて全体会
を開催する。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　①連絡会議の開催（年2回）　②全体会の開催（年1回）

地域ケア会議の開催
・連絡会議２回
・全体会１回

地域ケア会議の開催
・連絡会議１回
・全体会１回
※地域福祉シンポジウム
の事業統合

地域ケア会議の開催 地域ケア会議の開催

＊計画

地域ケア会議の開催

計画 実績 ＊計画

　平成２２年度においては、地域福祉シンポジウムとの統合化を図った。
　北海道型地域包括ケアシステムの確立に伴い、地域ケア会議においてシステムを導
入するとともに、地域包括ケア推進の視点から、「現状継続」としたい。

２ 次 評 価 現状継続

前 年 度
２次評価

― ―



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

実績値

活
動
指
標

④ 目標値

平成２４年度

108決算額、当初予算額又は推進計画額

（単位：千円）

平成２５年度平成２２年度 平成２３年度

33 108 108

その他特財 13 48 48 48

地方債

33

道支出金 5 17 17 17

国支出金 10 33 33

10

 ① 合　計 33 108 108 108

一般財源 5 10 10

総事業費①＋④ 2,733 2,808 2,808

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

2,808

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

9,000

 ④ ＝②×③

平成２５年度

1

人　件　費

② 人　数（年間） 0.30 0.30

2,700 2,700 2,700 2,700

実績値

③

0.30 0.30

②地域ケア会議連絡会議 目標値
回

2 2

平成２４年度

1 1 1

2 2

①地域ケア会議全体会 目標値
回

実績値

1

1

目標値

実績値

【指標の定義（算式等）】 実績値

地域づくりの指標は計りずらい

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値
成
果
指
標

目標値

3
　官民協働により、地域のニーズ把握と課題解決にむけて連
携して取り組むべき事業であり、行政の関与は必要である。

【指標の定義（算式等）】

評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

― 　該当しない

目標値

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

2
　官民協働の視点から、既存資源の活用や民間団体・地域住
民等との連携について十分に理解を図り、より効率的な連携
について検討していく必要がある。

実績値

チ ェ ッ ク 項 目

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　地域のニーズ把握と課題解決については、地区ごとに継続
的かつ長期的な取り組みと評価が必要であり、指標では計り
ずらい。

効
率
性



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

(第

(第

(施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価コメント・評価結果】

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

128 事務事業名 高齢者総合相談支援事業 担当部署
保健福祉部

高齢者支援課
電話 内線805

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 介護保険法第115条の44

事務事業開始年度 平成９年

個別計画等

　今後も高齢者データバンクを活用して高齢者支援センターと情報共有を図りながら、高
齢者の多様な相談に継続的、包括的に対応する。

北広島市高齢者保健福祉計画・第４期介護保険事業計画
北広島市高齢者保健福祉計画・第５期介護保険事業計画〃  終了予定年度

支えあい健やかに暮らせるまち

5 節） 高齢者福祉・介護の充実

ソフト・ハード区分 補助特別会計（介護） 補助単独区分会計区分

4 地域支援対策の推進

２ 対　　象 　６５歳以上の市民とその家族や関係機関

継続

１ 総合計画体系

1 章）

新規継続区分ソフト事業

３ 目的と内容 　安定した生活を送ることができるように高齢者やその家族の健康や生活、福祉、介護に関する相談を行う。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　窓口電話相談事業：訪問、来所、電話等による個別相談。高齢者支援センターと役割分担をしながら実施。
　高齢者健康データバンク事業：高齢者の基本情報をシステム入力し、相談支援に活用。
　高齢者実態調査：６５歳到達者、７５歳到達者、６５歳以上転入者を対象

2
3
年
度

　窓口電話相談事業：訪問、来所、電話等による個別相談。高齢者支援センターと役割分担をしながら実施。
　高齢者健康データバンク事業：高齢者の基本情報をシステム入力し、相談支援に活用。
　高齢者実態調査：６５歳到達者、７５歳到達者、６５歳以上転入者を対象

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

＊計画

窓口・電話相談の実施
高齢者の健康データバン
クの構築
高齢者実態調査の実施

窓口・電話相談の実施
　　　　　　　　　　　23,839件
高齢者の健康データバン
ク
の構築
高齢者実態調査結果の実
施
　　　　　　　　　　　　　451人

窓口・電話相談の実施
高齢者の健康データバ
ン
クの構築
高齢者実態調査の実施

窓口・電話相談の実施
高齢者の健康データバ
ン
クの構築
高齢者実態調査の実施

＊計画

窓口・電話相談の実施
高齢者の健康データバ
ン
クの構築
高齢者実態調査の実施

計画 実績 ＊計画

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

前 年 度
２次評価

― ―

１ 次 評 価 現状継続

２ 次 評 価

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画については、推進計画の計画内容を記入してください。）

総合判定 平成24年度に向けた具体的な方向性
評価区分



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

活
動
指
標

④ 目標値

実績値

③

492

目標値

実績値

4,910

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

平成２４年度 平成２５年度平成２２年度 平成２３年度

（単位：千円）

4,815

地方債

10,939決算額、当初予算額又は推進計画額 8,909 11,340 11,153

3,349

道支出金 1,374 1,736 1,707 1,675

国支出金 2,747 3,472 3,415

1,100

 ① 合　計 8,909 11,340 11,153 10,939

一般財源 1,374 1,140 1,121

9,000

 ④ ＝②×③

総事業費①＋④ 18,359 20,790 20,603

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

9,450 9,450

20,389

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

人　件　費

② 人　数（年間） 1.05 1.05

9,450 9,450

その他特財 3,414 4,992

1.05 1.05

②
高齢者実態調査

目標値
人

492 1,500

平成２４年度 平成２５年度

24,000 24,000 24,000

1,600 1,700

①総合相談件数 目標値
件

実績値

24,000

実績値

23,839

【指標の定義（算式等）】 実績値
個別の問題解決については、数では表現できない。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

相談内容の解決 目標値

　窓口・電話相談では、個々の状況に応じて、必要な職種が関
わり問題の解決に努めている。問題の解決にあたり、高齢者
の情報を把握し、高齢者支援センターとの情報共有の目的
と、要支援者の給付管理の目的である高齢者データバンク
は、必要不可欠である。

【指標の定義（算式等）】

目標値

実績値

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　個々の相談内容の解決に努めており、有効性は高い。また、
データとして統計処理にも使えることからも有効性が高い。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
　市と高齢者支援センターのデータ、相談内容が共有できるた
め、個別支援のための必要な連絡を効率的に行えている。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

―
　市民の相談内容の解決のためであり、データバンク自体は
情報を外部に出すものではないため、受益者負担にはなじま
ない。

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価コメント・評価結果】

前 年 度
２次評価

― ―

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

１ 次 評 価 現状継続
　超高齢社会に対応できるよう、高齢者支援センターの設置数や職員数、担当地区割に
ついては担当人口数や業務バランス、高齢者の生活圏等を勘案して適切であるか、介
護保険事業計画に基づき、運営協議会にて検討を図っていく。

２ 次 評 価

評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

130 事務事業名 地域包括支援センター運営事業 担当部署
保健福祉部

高齢者支援課
電話 内線694

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 介護保険法第115条の45

事務事業開始年度 平成１８年

個別計画等
北広島市高齢者保健福祉計画・第４期介護保険事業計画
北広島市高齢者保健福祉計画・第５期介護保険事業計画〃  終了予定年度

支えあい健やかに暮らせるまち

5 節） 高齢者福祉・介護の充実

ソフト・ハード区分 補助特別会計（介護） 補助単独区分会計区分

4 地域支援体制の推進

２ 対　　象 　高齢者およびその家族、高齢者の生活を支える地域の関係者や社会資源

継続

１ 総合計画体系

1 章）

新規継続区分ソフト事業

３ 目的と内容
　高齢者の心身の健康保持及び生活の安定のため、保健医療福祉制度や介護保険サービス・地域の社会資源
等の活用・調整を行い、高齢者の在宅生活を支援する。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　きた、みなみ、にし、ひがし高齢者支援センター運営を委託

2
3
年
度

　きた、みなみ、にし、ひがし高齢者支援センター運営を委託

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

＊計画

各高齢者支援センターの
職員により介護保険サー
ビスの活用などを通じ、
高齢者の在宅生活を支援

各高齢者支援センターの
職員により介護保険サー
ビスの活用などを通じ、
高齢者の在宅生活を支援

各高齢者支援センター
の
職員により介護保険
サー
ビスの活用などを通じ、
高齢者の在宅生活を支
援

各高齢者支援センター
の
職員により介護保険
サー
ビスの活用などを通じ、
高齢者の在宅生活を支
援

＊計画

各高齢者支援センター
の
職員により介護保険
サー
ビスの活用などを通じ、
高齢者の在宅生活を支
援

計画 実績 ＊計画



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

実績値 447

（単位：千円）

活
動
指
標

④要支援１・２ケアプラン作成数 目標値
件

500

平成２４年度 平成２５年度平成２２年度 平成２３年度

51,231決算額、当初予算額又は推進計画額 53,799 51,231 51,231

15,692

道支出金 8,296 7,848

その他特財 20,615 22,556 22,556 22,556

地方債

7,848 7,848

国支出金 16,592 15,692 15,692

5,135

 ① 合　計 53,799 51,231 51,231 51,231

一般財源 8,296 5,135 5,135

9,000

 ④ ＝②×③

総事業費①＋④ 56,049 53,481 53,481

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

2,250 2,250

53,481

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

人　件　費

② 人　数（年間） 0.25 0.25

2,250 2,250

③委託料

0.25 0.25

②年間相談件数 目標値
件

16,000 18,000

平成２４年度 平成２５年度

4 4 4

20,000 20,000

①設置数 目標値 ヶ
所実績値

4

実績値

4 4 4 4

19,404

目標値 千
円

61,937 51,231

実績値 53,799

51,231

2,562 2,562

【指標の定義（算式等）】 実績値 2,773

51,231

60 60

要支援1･2ｹｱﾌﾟﾗﾝ作成数／要支援1･2認定数 実績値 55.3

目標値
％

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

相談1件当たりの費用 目標値
円

3,871 2,846

要支援1･2認定者ｹｱﾌﾟﾗﾝ作
成率

60 60

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

　地域包括支援センター（高齢者支援センター）は市町村が設
置することとなっている。また、在宅高齢者は住み慣れた地域
でできるだけ長く暮らしたいという希望があり、それに対して
様々な情報提供やサービス調整を行っていく必要がある。

【指標の定義（算式等）】

目標値

実績値

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3 　委託により最小限のコストで実施している。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

― 　受益者負担はなじまない。

相談窓口としての認知向上

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 ■　法律の義務付けあり □　法律の義務付けなし

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　社会福祉法人等に委託することにより専門職の確保や地域
に密着した対応が可能となっている。

効
率
性



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

132 事務事業名 認知症支え合い事業 担当部署
保健福祉部

高齢者支援課
電話 内線805

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等
介護保険法第115条の44、北広島市いどころ発信システム助成事業実施要
綱、北広島市認知症支え合い事業実施要綱

事務事業開始年度 平成１６年

個別計画等
北広島市高齢者保健福祉計画・第４期介護保険事業計画
北広島市高齢者保健福祉計画・第５期介護保険事業計画〃  終了予定年度

継続

１ 総合計画体系

1 章）

新規継続区分ソフト事業

支えあい健やかに暮らせるまち

5 節） 高齢者福祉・介護の充実

ソフト・ハード区分 補助介護 補助単独区分会計区分

３ 目的と内容
　認知症の方が住み慣れた地域で安心した在宅生活を送ることができるよう環境整備を行う。
（徘徊時の対応としてのGPS通信末端の費用助成や関係機関の協力のもとでのSOSネットワーク体制づくり、団体
に対しての認知症サポーター講座の開催、認知症支え合い員の育成や家庭への派遣などの実施）

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

①認知症支え合い事業
ⅰ）支え合い員が認知症の方の自宅を訪問し、見守り・話し相手として活動。
ⅱ）支え合い員のフォローアップ講座の開催
②いどころ発信システム購入助成事業～ＧＰＳ方式（衛星による）により、居場所を発見できるＧＰＳ通信端末の利
用を開始する場合に、初期費用（登録料など）を助成する。
③認知症啓発団体への支援（認知症サポーター養成講座）
④認知症高齢者SOSネットワーク体制づくり・運用

2
3
年
度

①認知症支え合い事業
ⅰ）支え合い員が認知症の方の自宅を訪問し、見守り・話し相手として活動。
ⅱ）支え合い員のフォローアップ講座の開催
②いどころ発信システム購入助成事業～ＧＰＳ方式（衛星による）により、居場所を発見できるＧＰＳ通信端末の利
用を開始する場合に、初期費用（登録料など）を助成する。
③認知症啓発団体への支援（認知症サポーター養成講座）
④認知症高齢者SOSネットワーク体制づくり・運用

4 地域支援対策の推進

２ 対　　象 　認知症の方、認知症の予防が必要な方及び徘徊が見られる高齢者等

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

＊計画

①認知症支え合い事業
ⅰ訪問活動
ⅱ支え合い員フォローアッ
プ講座
②いどころ発信システム購
入助成
③認知症啓発団体支援
④ＳＯＳネットワークの運用

①認知症支え合い事業
ⅰ訪問活動：実9人/延203
回
ⅱフォローアップ講座：2回
②いどころ発信システム購
入　助成：　２件
③認知症啓発団体支援
④SOSネットワーク体制づ
くり・運用：ＳＯＳ発生事例

①認知症支え合い事業
ⅰ訪問活動
ⅱ支え合い員フォロー
アップ講座
ⅲ支え合い員養成講座
②いどころ発信システム
購入助成
③認知症啓発団体支援
④ＳＯＳネットワークの運

①認知症支え合い事業
ⅰ訪問活動　ⅱ支え合
い員フォローアップ講座
②いどころ発信システム
購入助成
③認知症啓発団体支援
④ＳＯＳネットワークの運
用

＊計画

①認知症支え合い事業
ⅰ訪問活動　ⅱ支え合
い員フォローアップ講座
②いどころ発信システム
購入助成
③認知症啓発団体支援
④ＳＯＳネットワークの運
用

計画 実績 ＊計画

２ 次 評 価

前 年 度
２次評価

― ―

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状継続
　認知症の方が住み慣れた地域で安心して生活するために必要な事業であり、継続して
実施すべきである。

総合判定 平成24年度に向けた具体的な方向性
評価区分

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画については、推進計画の計画内容を記入してください。）



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

活
動
指
標

④認知症啓発団体への支援
（認知症サポーター養成講座の
開催）

目標値
人

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

実績値 315

③いどころ発信システム購入助
成

目標値
人

実績値

実績値

実9/延203

平成２４年度 平成２５年度平成２２年度 平成２３年度

（単位：千円）

1,640決算額、当初予算額又は推進計画額 587 1,640 1,640

505

道支出金 117 252

117 562 562

252 252

国支出金 236 505 505

その他特財 117 321 321 321

地方債

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

9,000

 ④ ＝②×③

総事業費①＋④ 1,757 2,810 2,810

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

562

 ① 合　計 587 1,640 1,640 1,640

一般財源

0.13 0.13

②認知症支え合い事業　ⅱフォ
ローアップ講座　ⅲ養成講座

目標値 ⅱ2回/ⅲ0ｺｰｽ ⅱ2回/ⅲ1ｺｰｽ

平成２４年度 平成２５年度

人　件　費

② 人　数（年間） 0.13 0.13

1,170 1,170 1,170 1,170

2,810

実12/実430 実15/540回 実18人/650回

ⅱ2回/ⅲ1ｺｰｽ ⅱ2回/ⅲ1ｺｰｽ

①認知症支え合い事業　ⅰ訪
問活動(実利用者数/延利用者
数)

ⅱ2回/ⅲ0ｺｰｽ

5目標値
件

5 5

実績値 2

5

【指標の定義（算式等）】 実績値
算式では計れない。また認知症の進行の影響もあり一概に示すことはできない。

目標値

算式では計れない。

【指標の定義（算式等）】

目標値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

認知症高齢者の生活の安定 目標値

介護者の介護負担軽減

【指標の定義（算式等）】 実績値
回

地域の正しい理解の普及

実績値

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
認知症の方とその家族の方を支えるサービスとして、介護保
険サービスで対応できないものを行っており、有効であると考
える。

効
率
性

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

3

認知症支え合い事業の利用者には、1回300円の利用料、いど
ころ発信システム購入後の使用料は自己負担となっている。
認知症啓発団体支援やSOSネットワーク体制づくり・運用につ
いては、受益者負担にはなじまない。

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

2
認知症支えい事業の訪問活動については、ボランティア活動
の一環であることから、ボランティア活動のコーディネイトを
行っている社会福祉協議会へ委託することも検討している。

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
認知症の方の生活の安定と介護する家族の負担軽減のため
に必要な事業である。また地域全体で認知症に対する理解を
深め、認知症の方とその家族を支えることが重要である。
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